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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基本データチャネル及び少なくとも１つの補助データチャネルを同時に介して移動局の
送信機から基地局の受信機まで所定のデータ伝送速度で無線データ通信が確立されるステ
ップと、
　前記移動局の送信機の送信電力を増加せよという前記基地局からの指令を前記移動局が
受信するステップと、
　前記増加した送信電力が送信電力のしきい値を超過しているかどうかを前記移動局にお
いて判定するステップと、
　前記増加した送信電力が前記送信電力のしきい値を超過していないと判定された場合に
は、前記移動局は前記送信電力をさらに増加させるステップと、
　前記増加した送信電力が前記送信電力のしきい値を超過していると判定された場合には
、前記移動局は少なくとも１つの補助データチャネルを削除し、前記少なくとも１つの補
助データチャネルを介するデータ伝送を停止することにより前記移動局は前記データ伝送
速度を低減させるステップと、
　又一方で、前記移動局の送信機の前記送信電力を低減せよという前記基地局からの指令
を前記移動局が受信するステップと、
　少なくとも１つの補助データチャネルが以前に削除されたかどうかを前記移動局におい
て判定するステップと、
　少なくとも１つの補助データチャネルが以前に削除されなかったと判定された場合には
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、前記移動局は前記送信電力をさらに低減させるステップと、
　少なくとも１つの補助データチャネルが以前に削除されたと判定された場合には、前記
以前に削除された少なくとも１つの補助データチャネルが再起動したと仮定したときに、
前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくなるかどうかを前記移動局に
おいて判定するステップと、
　前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくならないと判定された場合
には、前記移動局は前記送信電力をさらに低減させるステップと、
　前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくなると判定された場合には
、前記移動局は前記以前に削除された少なくとも１つの補助データチャネルを再起動し、
前記再起動した少なくとも１つの補助データチャネルを介するデータ伝送を使用可能にす
ることにより前記移動局は前記データ伝送速度を増加させるステップと、
を備えることを特徴とする移動局の動作方法。
【請求項２】
　前記データ伝送速度を増加させるステップが、前記以前に削除された少なくとも１つの
補助データチャネルを介するデータ伝送が再開されていることを示すためのメッセージを
前記移動局から前記基地局へ送信するステップを有する請求項１に記載の動作方法。
【請求項３】
　前記無線データ通信が確立されるステップが、
　少なくとも部分的に所望の移動局のデータ伝送速度に基づくN 個のデータチャネルを前
記移動局が前記基地局に要求するステップと、
　N 個までのデータチャネル送信用として前記基地局からN 個までの別個の拡散符号を前
記移動局が受信するステップとを有する請求項１に記載の動作方法。
【請求項４】
　少なくとも部分的に所望の移動局のデータ伝送速度に基づくN 個のデータチャネルを前
記移動局が基地局に要求するステップと、
　N 個までのデータチャネル送信用として前記基地局からN 個までの別個の拡散符号を前
記移動局が受信するステップと、
　前記受信された別個の拡散符号を用いて、所定のデータ伝送速度で、前記移動局の送信
機から前記基地局の受信機まで無線データ通信が確立され、該無線データ通信が基本符号
チャネル及び少なくとも１つの補助符号チャネルを介して同時に行われるステップと、
　前記移動局が前記基地局から第1 の閉ループ電力制御命令を受信するステップであって
、該第1 の閉ループ電力制御命令は、前記移動局の送信機の送信電力の増加を要求するよ
うになっているステップと、
　前記増加した送信電力が送信電力のしきい値を超過しているかどうかを前記移動局にお
いて判定する第１の判定ステップと、
　前記増加した送信電力が前記送信電力のしきい値を超過していないと判定された場合に
は、前記移動局は前記送信電力をさらに増加させるステップと、
　前記増加した送信電力が前記送信電力のしきい値を超過していると判定された場合には
、前記移動局は少なくとも１つの補助符号チャネルを削除し、前記少なくとも１つの補助
符号チャネルを介するデータ伝送を停止するステップと、
　前記移動局が前記基地局から第2 の閉ループ電力制御命令を受信するステップであって
、該第2 の閉ループ電力制御命令は、前記移動局の送信機の前記送信電力の低減を要求す
るようになっているステップと、
　少なくとも１つの補助符号チャネルが以前に削除されたかどうかを前記移動局において
判定するステップと、
　少なくとも１つの補助符号チャネルが以前に削除されなかったと判定された場合には、
前記移動局は前記送信電力をさらに低減させるステップと、
　少なくとも１つの補助符号チャネルが以前に削除されたと判定された場合には、前記以
前に削除された少なくとも１つの補助符号チャネルを介するデータ伝送が再開されたと仮
定したときに、前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくなるかどうか
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を前記移動局において判定する第２の判定ステップと、
　前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくならないと判定された場合
には、前記移動局は前記送信電力をさらに低減させるステップと、
　前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくなると判定された場合には
、前記以前に削除された少なくとも１つの補助符号チャネルを介するデータ伝送が再開さ
れていることを示すメッセージを、前記再開された少なくとも１つの補助符号チャネルに
よって前記移動局から前記基地局へ最初に送信することによって、前記以前に削除された
少なくとも１つの補助符号チャネルを介して前記移動局はデータ伝送を再開するステップ
と、
を備えることを特徴とする符号分割多元接続(CDMA)移動局の動作方法。
【請求項５】
　前記第１の判定ステップでは前記移動局は第1 電力しきい値を使用し、前記第２の判定
ステップでは前記移動局は第2 電力しきい値を使用し、前記第1 電力しきい値が前記第2 
電力しきい値と異なる請求項４に記載の動作方法。
【請求項６】
　データ・バッファと、
　RF送信機とRF受信機とを有するトランシーバと、
　前記データ・バッファ及び前記トランシーバに接続したコントローラとを有し、該コン
トローラは、多重並列データチャネルによって前記RF送信機を介して前記データ・バッフ
ァから基地局の受信機までデータ接続を確立するように動作し、前記コントローラが、前
記RF送信機の送信機電力が送信機電力限界値を超過するのを阻止することを目的として、
不連続送信 (DTX)モードで、前記多重並列データチャネルの中の少なくとも１つを選択的
に動作させて前記多重並列データチャネルの中の少なくとも１つを介するデータ伝送を停
止することによって移動局のデータ伝送速度を低減させるように、前記データ接続の間、
前記基地局から受信された電力制御命令に含まれるような前記送信機電力の要求された変
更に反応することを特徴とする無線データ端末。
【請求項７】
　前記多重並列データチャネルが各々関連拡散符号で動作する請求項６に記載の無線デー
タ端末。
【請求項８】
　前記データチャネルの中の１つに反応して、前記コントローラが、DTX-オフ状態から前
記データチャネルによってデータチャネルレジュームメッセージを送信するためのDTX-オ
ン状態へ移行する請求項６に記載の無線データ端末。
【請求項９】
　所定のインクリメントで前記送信機電力を増減するための、前記基地局から一定周期毎
に受信される前記電力制御命令に前記コントローラが反応する請求項６に記載の無線デー
タ端末。
【請求項１０】
　少なくとも１つのデータチャネルを介して所定のデータ伝送速度で移動局の送信機から
前記基地局の受信機へ無線データ通信が確立されるステップと、
　前記移動局の送信機の送信電力を増加せよという前記基地局からの指令を前記移動局が
受信するステップと、
　前記増加した送信電力が送信電力のしきい値を超過しているかどうかを前記移動局にお
いて判定するステップと、
　前記増加した送信電力が前記送信電力のしきい値を超過していないと判定された場合に
は、前記移動局は前記送信電力をさらに増加させるステップと、
　前記増加した送信電力が前記送信電力のしきい値を超過していると判定された場合には
、前記移動局は前記少なくとも１つのデータチャネルを介して前記データ伝送速度を低減
させるステップと、
　又一方で、前記移動局の送信機の前記送信電力を低減せよという指令を前記基地局から
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前記移動局が受信するステップと、
　少なくとも１つのデータチャネルを介して前記データ伝送速度が以前に低減されたかど
うかを前記移動局において判定するステップと、
　少なくとも１つのデータチャネルを介して前記データ伝送速度が以前に低減されなかっ
たと判定された場合には、前記移動局は前記送信電力をさらに低減させるステップと、
　少なくとも１つのデータチャネルを介して前記データ伝送速度が以前に低減されたと判
定された場合には、前記データ伝送速度が以前に低減された対象である少なくとも１つの
データチャネルを介して、前記データ伝送速度が再度増加したと仮定したときに、前記低
減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくなるかどうかを前記移動局において
判定するステップと、
　前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくならないと判定された場合
には、前記移動局は前記送信電力をさらに低減させるステップと、
　前記低減した送信電力が前記送信電力のしきい値より小さくなると判定された場合には
、前記移動局は前記データ伝送速度が以前に低減された対象である少なくとも１つのデー
タチャネルを介して前記データ伝送速度を増加させるステップと、
を備えることを特徴とする移動局の動作方法。
【請求項１１】
　前記無線データ通信が確立されるステップは、
　少なくとも部分的に所望の移動局のデータ伝送速度に基づきN 個のデータチャネルを前
記移動局が前記基地局に要求するステップと、
　N 個までのデータチャネル送信用としてN 個までの別個の拡散符号を前記基地局から前
記移動局が受信するステップと、を有し、N が１と等しいか１より大きい請求項１０に記
載の動作方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、一般に無線電話機、特に、無線電話機すなわち移動局、例えば符号分割多元接
続(CDMA)セルラー・ネットワークで動作可能な移動局に関する。
【０００２】
【従来の技術】
電気通信分野における進歩の結果、一般公衆が利用できる様々な種類の電気通信システム
が出現した。これらの電気通信システムの中でも、セルラー方式電話システムは技術及び
提供されるサービスに関して現在最も急速に発達しているものの１つである。セルラーシ
ステムは現在世界中で広く利用されており、近い将来販売及び加入者が継続的に増えてい
くと予想されている。
【０００３】
セルラー事業では数種類の技術が優勢となっている。米国では、現在稼働している大部分
のセルラーシステムにおいて、米国電気通信工業会／米国電子工業会(TIA/EIA) のAMPS規
格によって定められているアナログ信号伝送技術か、あるいは、TIA/EIA のIS-54 とIS-1
36規格によって定められているアナログと時分割多元接続(TDMA)信号伝送技術とが組み合
わされて利用されている。ヨーロッパでは、国により、セルラーシステムは、数種類のア
ナログシステム規格のうちの１つに準拠するか、あるいは、ヨーロッパ向けに定められて
いるデジタル広域移動体サービス(GSM) のTDMA規格に準拠して運用されている。世界の他
の地域では、ほとんどのセルラーシステムが米国又はヨーロッパで用いられている規格の
いずれか１つに準拠して運用されている。ただし、日本だけは例外で、TDMAパーソナルデ
ジタル通信(PDC) 規格が発達し利用されている。しかし、アナログ技術及びTDMA技術が現
在優勢ではあるが、セルラー産業はダイナミックに推移しており、現在優勢なこれらの技
術に取って代わるものとして新技術が絶えず開発されつつある。デジタル信号伝送技術に
対する代替技術の１つとして、符号分割多元接続(CDMA)として知られる技術がセルラーシ
ステムで最近注目を集めている。CDMAシステムでは、各々ユニークに割り当てられたデジ
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タル符号によって識別されるチャネルを使用するユーザーが同じ広帯域周波数スペクトル
を共有しながら該システムと通信する。
【０００４】
CDMAは従来のアナログシステムやTDMAシステムに優るいくつかの利点がある。例えば、CD
MAシステムでは全ての基地局がダウンリンク周波数スペクトル全体を共有し、全ての移動
局がアップリンク周波数スペクトル全体を共有するので、アナログシステムやTDMAシステ
ムで必要とされるような、CDMAシステムのエリア内のセルの移動局及び基地局のための周
波数スペクトル割当て計画を必要としない。広帯域周波数スペクトルがCDMAの全てのアッ
プリンクあるいはダウンリンクユーザーによって共有されているという事実は容量の増加
につながる。なぜなら、同時に多重化できるユーザーの数は、利用できる無線周波数チャ
ネルの数によってでなく、システムのユニークな通信チャネルを識別するために利用でき
るデジタル符号の数によって限定されるからである。更に、送信される信号のエネルギー
がアップリンク又はダウンリンクの広い周波数帯域全体に広がるので、選択周波数フェー
ジングがCDMA信号全体に影響を及ぼすことはない。また、CDMAシステムにおいてはパスダ
イバーシティ(path diversity)も提供される。もし複数の伝搬経路が存在する場合には、
経路遅延差が1/Bwを上回らないかぎりは伝搬経路を分離することができる。ここでBWは伝
送リンクの帯域幅に等しい。広く受け入れられているセルラーシステムのCDMA規格の一例
としてTIA/EIA IS-95-A システム規格がある。
【０００５】
無線又はセルラーシステムの分野で在来の音声トラヒック伝送以外のデータ伝送アプリケ
ーションの重要性が大きくなってきているので、CDMAシステムのオペレーションを行うシ
ステム・オペレーターが電話音声サービス以外のサービスを提供したいと望むかもしれな
い。そのような他のサービスの例としては携帯用コンピューター・セルラーモデムサービ
スやビデオ送信サービスなどがある。しばしば、そのようなサービスは、音声伝送に必要
な速度より遥かに高い速度でデータを送ることを必要とする。
【０００６】
CDMAセルラーシステムで広範囲の異なるサービスの提供が要求される場合、要求される範
囲内ですべてのシステム・サービスに対するデータ伝送速度を変動できるように、そのシ
ステムのデータ伝送速度を変動するための方法と装置が提供されなければならない。効率
よく、信頼性の高い音声サービスに低速データ伝送を、その他の応用に高速データ伝送を
この装置が共に提供することが望ましい。例えば、IS-95-A システムでは、最大データ伝
送速度は9600ビット/ 秒 (9.6 kbps) に制限されている。しかしながら、9.6 kbps以上の
速度でのデータ伝送を要求するサービスの提供がIS-95-A システムで望まれるようになる
かもしれない。更に、新しいシステムを展開するには多額のコストを必要とするので、も
し、現存システムの範囲内で、低速の発信機及び受信機を備えた非干渉ベースでこのデー
タ伝送装置を動作させることができ、また、現存システムのエアインターフェースの最小
限の変更によって装置の実現が可能になるならまた望ましいことであろう。
【０００７】
高速のデータ伝送速度を提供するための１つの技術として、移動局と基地局との間で同時
に発信を行う多重並列データチャネルの利用がある。この場合、　この並列データチャネ
ルはユニークな拡散符号によって分離される。高速データユーザーには１つの基本符号チ
ャネルと１つ以上の補助符号チャネルとが割り当てられる。この基本符号チャネルは接続
時間の持続中割り当てられ、データトラヒックとシグナリングに使用される。一方、１つ
以上の補助符号チャネルは接続時間の全て若しくは一部の間割り当てられ、高速データ(H
SD) トラヒック専用チャネルとして用いられる。
【０００８】
しかしながら、このような多重パラレルトラヒック( 符号) チャネル構成が使用される際
、CDMA逆方向リンク( 移動局から基地局への) での高速データ伝送に関する１つの重大な
問題が移動局の電力増幅器(PA)の効率に関して生じる。これは、サブチャネル変調波形が
追加された結果、送信信号の平均比率に対してより高いピークが生じ、そのため、要求さ
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れる直線性を維持するために電力増幅器に追加バックオフが生じるという事実に起因する
ものである。その結果移動局は、同じデータ伝送速度の単一チャネル信号と比較して低い
出力電力を供給せざるを得なくなる。移動局がそのピーク送信機電力に達したとき、基地
局が送信電力を更に上げるように指令しても、その接続品質を維持することはもはや不可
能となる。これは、夥しい数のハイエラーフレームと接続落ちが生じる可能性につながる
。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
したがって、移動局の出力電力増幅器の要求される直線性を増すことなく、増加した有効
データ伝送速度で移動局を動作するための改善された方法を提供することが本発明の第１
の目的である。
【００１０】
基本チャネル及び少なくとも１つの補助符号( データ) チャネルで動作する移動局を提供
し、少なくとも１つの基準を満たす状況が発生したことに基づいて補助符号チャネルを不
連続送信(DTX) 状態(DTX低状態) に選択的に置くことを可能にすることが、本発明のもう
１つの目的である。
【００１１】
基本チャネル及び少なくとも１つの補助符号チャネルで動作する移動局を提供し、送信機
電力の増加指令が移動局にその出力電力の限界値を超えさせるような場合には補助符号チ
ャネルをDTX 低状態に選択的に置くことを可能にすることが、本発明の更なる目的である
。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
本発明の実施例の方法と装置によって前述の及びその他の問題点は克服され、本発明の目
的は実現される。
【００１３】
前述の及びその他の問題点を克服するために、使用中のパラレル符号チャネル数を減らす
ことによって、及び／又は符号チャネルを通じてデータ伝送速度を落とすことによって、
自律的に送信データ伝送速度を落とすように移動局を動作する。そうすることによって、
移動局はリンクバジェット（link budjet ：リンクを閉じるのに必要な電力量）を改善で
き、電力増幅器のバックオフを増やすことが可能になり、基地局から要求があった場合よ
り多くの出力電力を供給すると同時に、それによってユーザー送信データ伝送速度を犠牲
にして接続品質が維持される。
【００１４】
本発明を利用することによって生じる重要な利点は、少なくとも、低いデータ伝送速度で
トラヒックチャネル接続を維持できる程度まで、電力に制限のある高速データ端末のため
の逆方向リンクサービスエリアの有効範囲が改善される点である。
【００１５】
本発明は、データ・バッファの利用に基づいて必要データ伝送速度を決定できる移動局に
適用される。すなわち、データ・バッファが高速データ伝送速度送信を要求している場合
、移動局は、多重符号チャネルを割り当てる要求を基地局へ送信する。多重符号チャネル
が認められた場合、移動局は、データ・バッファが空になるか、基地局タイムアウトが発
生するか、基地局からデータ伝送速度を落とせという信号を移動局が受けるか、のいずれ
かの状況が最初に発生するまで、基地局へのデータ送信用としてその多重チャネルを利用
する。
【００１６】
本発明の態様では、移動局は、高速送信のために割り当てられた時間中自律的にデータ伝
送速度を制御して、サービスエリアの有効範囲を改善する目的のために必要な場合にはデ
ータ伝送速度を落とすことができ、さらに／又は電力に制限のある条件下でのオペレーシ
ョンを回避することができる。これによってリンクの質は劣化する。
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【００１７】
本発明の態様によって提供される技術は、電力に制限のある状況でオペレーションを行う
場合、接続品質を維持し、サービスエリアの有効範囲を改善する目的のためにマルチチャ
ネル高速データ逆方向リンク構成で、基地局が割り当てた１つ以上のサブチャネルで移動
局起動による不連続送信を達成するものである。
【００１８】
本発明は、以下のステップに従って動作する移動局を教示するものである。すなわち、(a
) 同時に基本データチャネルと少なくとも１つの補助データチャネルを介して所定のデー
タ伝送速度で移動局の送信機から基地局の受信機までの無線データ通信を確立し、
(b) 移動局送信機の送信電力を上げよという基地局からの指令を受信し、
(c) 上げられた送信電力が送信電力しきい値を超過するかどうかを移動局において判定し
、もし超過していれば
(d) 少なくとも１つの補助データチャネルを介するデータ伝送を無効にすることによって
、データ伝送速度を減じ、
(e) 送信電力を増加させる。
【００１９】
移動局は、更に、以下のステップに従って動作する。すなわち、
(f) 移動局の送信電力を落とせという指令を基地局から受信し、
(g) 停止した補助データチャネルがもう一度動作可能になったと仮定した場合、落とされ
た送信電力が送信電力しきい値より小さくなるかどうかを移動局において判定し、もし小
さくなれば
(h) 少なくとも１つの以前停止した補助データチャネルを介してデータ伝送を可能にする
ことによってデータ伝送速度を上げ、
(i) 送信電力を下げる。
【００２０】
本発明の好適な実施例では、データ伝送速度を上げるステップには、以前停止した補助符
号チャネルで移動局から基地局へレジューム（resume）メッセージすなわちプリアンブル
（preamble）を送信するステップが含まれる。そのチャネルでのデータ伝送の再開に先立
ち、そのチャネルに基地局を同期( 例えば、チップ同期) させる補助としてこのプリアン
ブルを利用することができる。
【００２１】
【発明の実施の形態】
添付図面とともに読めば、本発明の上記及びその他の特徴は、発明の詳細な説明でより明
白になる。
【００２２】
本発明を実施するのに適したセルラー式無線電話機すなわち個人用通信機のみに限定され
るわけではないが、そのような類の無線ユーザー端末すなわち移動局10を例示する図1 と
2 を参照する。移動局10には、基地サイトすなわち基地局30からの信号を送受信するため
のアンテナ12が含まれる。基地局30は移動体交換センター(MSC)34 を含むセルラー・ネッ
トワーク32の一部である。MSC 34は、移動局10が通話状態になると陸線中継線と接続する
。
【００２３】
この移動局には、変調器(MOD)14A、送信機14と受信機16とから成るトランシーバ、及び復
調器(DEMOD)16Aが含まれる。この移動局にはまた、送信機14と受信機16からそれぞれ信号
を送受信するコントローラ18が含まれる。これらの信号には、適用可能なセルラーシステ
ムのエアインターフェース規格に準拠したシグナリング情報とユーザー音声及び／又はユ
ーザー作成データが含まれる。エアインターフェース規格は、本発明では、上述のIS-95-
A 規格で定められている直接拡散(DS)CDMAシステムのようなCDMA型システムであると仮定
されている。したがって、この移動局は、閉ループ電力制御命令を基地局30から受信する
ことが可能で、更に、所望のデータ伝送速度を達成するために多重符号チャネルを要求で
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きるものであると仮定されている。
【００２４】
しかしながら、本発明は、この特定のCDMAの実現にのみ限定されるものではなく、また、
IS-95 と互換のある移動局での使用にのみ限定されるものでもない。
【００２５】
一般に、移動局10は、車両搭載用装置あるいは携帯用装置である。移動局10は、１つ以上
のエアインターフェース規格、変調型式、及びアクセス型式で動作可能なものであること
を更に理解すべきである。例えば、移動局はCDMAとアナログ(FM)システムの双方で操作で
きるデュアル・モード・システムであってもよい。
【００２６】
コントローラ18には移動局の音声及び論理機能を実行するために必要とされる回路も含ま
れる。例えば、コントローラ18は、デジタル信号プロセッサデバイス、マイクロプロセッ
サデバイス、及び各種のアナログ／デジタル変換器、デジタル／アナログ変換器、その他
のサポート回路から成るものであってもよい。移動局10の制御機能及び信号処理機能は、
それぞれのその能力に従ってこれらのデバイス間に割り当てられている。また、移動局10
は移動局を動作させるのに必要な各種の回路に対する電力供給用バッテリ26を有している
。
【００２７】
また、ユーザーインタフェースとして、通常用いられるイヤホンあるいはスピーカー17、
通常のマイクロホン19、ディスプレイ20、キーパッド22などのユーザー入力デバイスが備
えられており、これらはすべてコントローラ18に接続されている。キーパッド22は、移動
局10を操作するのに必要な、通常の数字「０－９」や「＃、＊」などのキー22a 、および
その他のキー22b を有している。その他のキー22b としては、例えば、「送信」キー、各
種のメニュースクロールキー、ソフトキー、電源スイッチキーなどがある。更に、移動局
10は、各種のメモリを有するが、これらのメモリはまとめてメモリ24として表されている
。これらのメモリには移動局の動作中コントローラ18が使用する複数の定数や変数が記憶
される。例えば、メモリ24は各種のセルラーシステムパラメータ及び番号割当てモジュー
ル(NAM) を記憶する。また、メモリ24には、コントローラ18の動作を制御するオペレーテ
ィングプログラムも記憶される（通常は、ＲＯＭに記憶される）。更に、メモリ24は、ネ
ットワーク32から受信したユーザーメッセージを有するデータをユーザーに対してディス
プレイに表示する前に記憶するためにも用いられる。メモリ24のオペレーティングプログ
ラムは、図4 に関連して以下に説明する方法を実行するためのルーチンを有する。
【００２８】
移動局10は、また、高速データソース( 例えばファクシミリやパソコン) に接続するため
のデータポート28を有してもよい。いくつかの実施例では、移動局10の機能性はこのよう
な装置の中に一体化されている場合もある。例えば、少なくとも移動局10のデータ伝送機
能性及びデータ受信機能性は、PCMCIAカードのようなプラグ・イン・カードあるいはモジ
ュールの内部に設けてもよいし、高速データを送受信するためのパソコンに電気的に接続
してもよい。
【００２９】
一般に、高速データ移動局は、送信用データ・バッファにどれだけのデータが記憶されて
いるかについての情報に基づいて、いくつかのパラレル符号チャネルを要求する。移動局
からのこの要求、及びネットワーク32内の現在の干渉条件に基づいて、基地局30は、所定
の時間にわたって、移動局が要求する数に応じて最大数までいくつかのパラレル符号チャ
ネルを割り当てる。この所定の時間は、通常ネットワーク32のパラメータであり、明白に
基地局30から移動局10へ信号で送られる。
【００３０】
多重符号チャネルがいったん割り当てられると、送信バッファが空になるまで、あるいは
、本発明に従って、移動局送信機14が、移動局の出力電力の限界値以上に出力電力を上げ
るように基地局30の電力制御ループから指令を受けるまで、移動局10はすべての割り当て
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移動局10は適当な新しいデータ伝送速度を決定するが、この決定は、データ伝送速度を半
減することにより、リンクバジェットにほぼ3dB の利得があるという原理を利用して行わ
れる。少なくとも１つあるいは必要ならそれ以上の現在割り当てられている符号チャネル
がもはや送信には不必要であるようにすることによって、データ伝送速度を十分に落とす
ことができる。このようなデータ伝送速度を落とすための手順は、以下に述べるように、
移動局多重サブレイヤーのサービスオプション制御機能の一部であることが望ましい。
【００３１】
本発明の利用は、必要とするデータ伝送速度が電力限界値を超えないように移動局10が最
初に適当な必要データ伝送速度を決定する方式を排除するものではない。しかしながら、
実時間でのデータ伝送速度に対する自律的コントロールを可能にする本発明のこの好適な
実施例は、送信機の所要電力に応じてデータ伝送速度を変動させることを可能にするとい
う意味でよりダイナミックである。
【００３２】
通常の高速データオペレーションでは、移動局10コントロール用ソフトウェアのサービス
オプションレイヤーは、ユーザーデータトラヒックを含むいくつかの無線リンクプロトコ
ル(RLP) フレームの生成の責任がある。その他の点で多重サブレイヤーからの指令がなけ
れば、割り当てられたN 個の符号チャネルを用いてこのサービスオプションがN 個のフレ
ームを生成する。N 個のフレームを形成するのに十分なデータが送信データ・バッファ内
に存在しない場合には、不連続送信(DTX) オペレーション( すなわち、送信皆無) が１つ
以上の割り当てられた符号チャネルで起こる場合があることを示すために、ブランクフレ
ームを多重レイヤーに設けることもある。
【００３３】
出力電力限界値近傍で動作するときの接続品質を維持するために、本発明に従って移動局
10がデータ伝送速度を落とす処理を行う場合、多重サブレイヤーが、M RLP フレームに加
えてN-M ブランクフレームを生成するようにサービスオプションレイヤーに対して指令を
出す場合がある。ただし、M はN より小さいものとする。M の値は、所望の低下したデー
タ伝送速度の関数として移動局10によって決定される。
【００３４】
サブチャネルが運ぶトラヒックがない場合、その符号チャネルの全体的な送信連鎖（tran
smit chain）は好適には停止される。その結果、より少ない数のパラレル符号チャネルが
移動局送信機14においてオペレーション状態になる。しかしながら、基地局30の受信機は
、依然として全てのN 個の符号チャネルを処理する。なぜなら基地局30は、所定のサブチ
ャネルが移動局10でゲートオフされてしまったことを知らないからである。この場合、ゲ
ートオフされた単数又は複数のサブチャネルの受信された( ヌル) フレームは、雑音比に
対して不十分な信号であるために不十分な品質を持つフレームであると宣言され、その結
果、サービスオプションへ送られる。しかしながら、全ての有効なRLP フレームはそれ自
身のユニークなRLP シーケンス番号を持っているので、基地局30はその通常のオペレーシ
ョンに影響を受けることなくこれらの" エラー" フレームを削除することができる。
【００３５】
典型的なデータ伝送速度対使用中の補助符号チャネルの数を次の表１に示す。
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【００３６】
以下に説明するように、移動局10のオペレーション中いくつかの変数が画定され、メモリ
24に記憶される。
【００３７】
プリアンブル開始: マルチチャネル送信の開始時に逆方向補助符号チャネルで送信される
プリアンブルのサイズを含む、移動局10の記憶域変数。
既定値及び初期値は0 。
【００３８】
逆方向符号数: 許可される逆方向補助符号チャネル数( すなわち、保留中のマルチチャネ
ル逆方向伝送がない場合) を含む、移動局10の記憶域変数。既定値及び初期値は0 。
【００３９】
レジュームプリアンブル: 本発明の態様では、レジュームプリアンブルとは、不連続送信
(DTX) を行う移動局10によって引き起こされた中断後に送信を再開するとき、逆方向補助
符号チャネルでの送信開始時に逆方向補助符号チャネルで送信されるプリアンブルのサイ
ズを含む、移動局10内の記憶域変数である。既定値及び初期値は0 。以前停止した補助符
号チャネルでのデータ伝送の再開に先立ち基地局32を補助符号チャネルに同期させる( 例
えば、チップ同期) 際に補助としてレジュームプリアンブルを利用することができる。
【００４０】
以下の定義を移動局に適用する。
【００４１】
基本符号チャネル: 常時存在し、一次データ、二次データ、シグナリング、及び電力制御
情報を組み合わせたデータを運ぶトラヒックチャネル( 順方向あるいは逆方向) の一部。
【００４２】
マルチチャネルオペレーション: マルチチャネル送信が行われる基地局又は移動局のいず
れかのオペレーションモード。
【００４３】
マルチチャネル送信: １つ以上の補助符号チャネルのみならず基本符号チャネルにおいて
も起こる送信( 順方向か逆方向のいずれか一方) 。
【００４４】
マルチチャネル逆方向伝送: 逆方向トラヒックチャネル上で起こるマルチチャネル送信。
【００４５】
移動局10が送信した(IS-95-A、Section 7.1.3.1.8 参照) タイム・スロットに続く第２の
1.25ミリ秒タイム・スロットで受信されたものであれば、基地局30から受信した電力制御
ビットは有効である。単一電力制御ビット当たりの平均出力電力レベルの変動値は公称で
は1dB である。総変動閉ループ平均出力電力はレベル変動値の累積値である。移動局10は
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有効レベル変動値のこの累積値を固定し、送信機14を停止したときのゲートオフ時間に関
する受信電力制御ビットを無視する。
【００４６】
全てのアクティブな補助符号チャネルのみならず基本符号チャネルも含めて、総変動閉ル
ープ平均出力電力は移動局10用の総送信電力に当てられる( すなわち、閉ループ出力電力
の補正によって公称上1dB だけ各符号チャネルで送信されたエネルギーが増減する) 。
【００４７】
単一電力制御ビット当たりの平均出力電力の変動は公称の変動値の±0.5 dBの範囲内に収
まるよう定められており、同一符号の10有効電力制御ビット当たりの平均出力電力レベル
の変動値は公称の変動値の10倍の±20％の範囲内に収まるように定められている。「０」
電力制御ビットは送信電力の増加を意味し、一方、「１」電力制御ビットは送信電力の減
少を意味する。
【００４８】
基本符号チャネルのみでの送信を仮定して、移動局10はオープン・ループ推定値の±24 d
B より大きい閉ループ調整範囲を設けるように定められている。
【００４９】
本発明の態様では、移動局10が基地局閉ループ電力制御によって移動局の送信電力容量以
上にその送信電力レベルを上げるように指令を受けた場合、移動局10は基本符号チャネル
で基地局から命令を受けた送信電力レベルを維持するためにいくつかのあるいは全てのア
クティブな逆方向補助符号チャネルでの送信を( 必要に応じて) 直ちに終了する。
【００５０】
本発明にとって最も関心のある移動局10の一部を例示する図3 を参照する。
【００５１】
　メモリ24は、ネットワーク32への送信に先立ちパケット・データが記憶されているデー
タ・バッファ24A を有する。パケット・データはコントローラ18の指令でRLP フレーム形
式でデータ・バッファ24A から出力され、複数個のパラレル逆方向符号チャネルへ出され
る。これらのチャネルは、基本符号チャネル(FCC)40 、少なくとも最初の補助符号チャネ
ル(SCC0)42、そして恐らく他のSCC(例えば、SCC n 44まで) となることが図に示されてい
る。各符号チャネルは、通常の畳み込みエンコーダ、インタリーバ及び現在定められてい
るような他の回路を有するものと仮定されている。各符号チャネル40～44の出力は、それ
ぞれの拡散器40A ～44A へ送られ、そこで、そのチャネルによって伝送されたデータはネ
ットワーク32が前もって割り当てた拡散符号( 例えば、ウォルシュ符号) を用いて拡散さ
れる。これらの拡散符号は、基本ウォルシュ符号(FWC) 及び補助ウォルシュ符号(SWC0 ～
 SWCn ) として示される。長符号及び IとQ PN符号( 図示せず) のような他の拡散符号も
、信号を拡散するために通常使用される。最終的結果として、利用可能なスペクトラムに
わたって各並列データチャネルが拡散され、並列データチャネルを伝送する信号は次にサ
ミングノードで結合され、コンポジット信号がキャリヤ上に位相変調され、最終送信機周
波数までアップコンバートされ、それから、可変利得増幅器( 図示せず) と最終電力増幅
器(PA)15によって増幅される。PA15は図1 に示す送信機14の一部を形成する。通常、方向
性結合器13は、実際の送信機電力(TX 電力出力) を示すために設けられる。この増幅され
た信号は、直交拡散符号で拡散された並列データチャネルのすべてを含むものであるが、
その後アンテナ12からネットワーク32の基地局30へ送信される。この送信信号は基地局30
によって受信され、復調され、対応するウォルシュ符号(FWC、SWC0...SWCn ) や他の任意
の適用可能な符号を用いてマルチフィンガー逆拡散器(multi-finger despreader) ( 例え
ば、レイク受信機) で逆拡散され、回復データチャネルが結合されて所望のパケット・デ
ータ・ストリームになる。このパケット・データ・ストリームを結合して、MSC34 に接続
した公衆交換電話網(PSTN)になるようにすることもできる。あるいはこれを宛先デバイス
にルーティングを行うための私設データネットワークや公衆データネットワークに接続す
ることもできる。
【００５２】
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図3 はまた、データ・バッファ24A と符号チャネル40～44の間に置かれた多重レイヤー46
の機能性を例示する。この多重レイヤー46は、サービスオプションによって毎20ミリ秒ス
ロットの間に生成され、物理層( すなわち、多重符号チャネル40～44) へ送信されるフレ
ーム数を制御する。
【００５３】
本発明の態様では、移動局の送信機出力電力限界値を超えないように選択的に個々のSCC0
-nの回線を停止することによって有効データ伝送速度を減じるように、コントローラ18は
基地局30から(1.25 ミリ秒毎に) 受信された電力制御命令ビットに応答する。データ・バ
ッファ24A の出力部と入力部との間でSCC0-nにそれぞれ接続したスイッチ(SW0-n) によっ
て、この選択的使用不能機能を概略的に示す。これらのスイッチの１つを開くことによっ
て、対応するSCC が不連続送信(DTX) 低電力(DTX-Low) 状態に置かれ、有効データ伝送速
度が比例して減少し、その結果ピークが送信信号電力の平均比まで減少するが、これが所
望する結果である。
【００５４】
図4 に本発明の第1 の方法が例示されている。ブロックA では、移動局10がパケット・デ
ータをデータ・バッファ24A にバッファし、FCC40 に対応する少なくとも１つのパラレル
符号チャネル、すなわち、図3 に示す補助符号チャネル(SCC) のうちの少なくとも１つを
要求し、割り当てられたと仮定している。　ブロックB では、移動局がデータバッファ24
A からデータの送信を開始する。移動局10は一定周期毎にバッファ24A が空かどうかを判
定する( ブロックC)。もし空であれば、制御は終端D へ移りここでこの方法は終わりとな
る。図4 には示していないが、基地局タイムアウトが起こったかどうか、あるいは、移動
局10が基地局30からそのデータ伝送速度を落とせという信号を受けたかどうかというよう
な他の判定を行うこともできる。もしブロックC でバッファ24A が空でなければ、電力制
御ビットを基地局30から受信したと仮定して、送信電力の増加が基地局30によって指令さ
れたかどうかの判定がブロックE で行われる。もし指令を受けた場合には、制御はブロッ
クF へ移り、ここで移動局10は新しい送信機電力が移動局10の出力電力限界値を超えるか
どうかを判定する。
【００５５】
もっと具体的に述べるならば、IS-95 の標準オペレーションの一部として、移動局10は次
の計算を行う。平均出力電力(dBm) ＝－平均入力電力(dBm)
＋オフセット　電力（offset　power)（システムパラメータ)
＋NOM　PWR - 16 × NOM　POW　EXT (ネットワークパラメータ)
＋INIT　PWR ( ネットワークパラメータ)
＋接続プローブ補正の合計(dB)
＋全ての閉ループ電力制御補正の合計(dB)
＋10× logl0(1+ 逆方向　補助　チャネル)(revere　supplemental　ch
annels)dB.
【００５６】
各々の新しい電力制御命令が基地局30から受信されると平均出力電力が更新され、移動局
の電力出力しきい値を超えている場合には、新しい平均出力電力値がそのしきい値以下に
落ちるまでパラメータ逆方向＿補助＿チャネル（revere　supplemental　channels）は減
少する。若しくは、使用中の補助チャネル数を変更するかどうかについて決定するために
、移動局10は、いくつかの電力制御命令について平均的" 平均出力電力" 値を調べること
もできる。
【００５７】
ブロックF でノーの場合には、制御はブロックG へ移り、送信機電力が１インクリメント
( 例えば1dB)だけ上げられる。それから制御はブロックB へ戻り、バッファ24A からのデ
ータ送信が続けられる。ブロックF へ戻り、新しい送信電力が出力電力限界値を超えると
判定された場合、制御は今度はブロックH へ移り、１つのパラレル符号チャネルが削除さ
れ、それによって、その符号チャネルで搬送されていたある量( 例えば、9.6 kbps) だけ
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送信データ伝送速度が効果的に減らされる。以上は関連スイッチを" 開く" ことによって
行うことができ、それによって、対応する補助符号チャネルはDTX-低状態に置かれる。本
発明の目的のために、補助符号チャネルの１つをDTX-低状態に置くことによってリンクバ
ジェットが増加することが仮定されている。例えば、使用中の補助チャネルの2 分の1 を
落とすことによってリンクバジェットが約3dB 増加する。
【００５８】
次に制御はブロックF に戻り、この新しく指令された送信機電力が依然として移動局の出
力電力限界値を超えるかどうかをアクティブな符号チャネル数に基づいて判定する。ほと
んどの場合超過は生じないが、超過する場合には、この方法はブロックF とH の間でルー
プし、ついには補助符号チャネルの十分な数がDTX-低状態に置かれて、移動局の出力電力
限界値以下になるまで送信された電力が減少するようになる。結局制御はブロックG に移
り、それからブロックB へ戻って、減少したデータ伝送速度での送信であるが、バッファ
24A からデータを送信し続けることになる。
【００５９】
ブロックE に戻って、最後に受信した電力制御ビットがそうではなくて送信機電力の低下
を指令したと判定された場合、制御はブロックI に移り、ここで、少なくとも１つの補助
符号チャネルがそれ以前に削除された( すなわち、DTX-低状態に置かれた) かどうかの判
定が行われる。削除されなかった場合には、制御はブロックJ に移り、送信機電力が１イ
ンクリメント( 例えば1dB)だけ下げられ、それからブロックB へ移る。そうではなくて少
なくとも１つの補助符号チャネルがそれ以前に削除されたとブロックI で判定された場合
には、制御はブロックK に移り、１つの補助符号チャネルが仮に再起動したと仮定した場
合、新しく指令されたより低い送信機電力が移動局の出力電力限界値より小さくなるかど
うかが判定される。ブロックK が使用するしきい値( データ伝送速度増加) は、ブロック
F が使用するしきい値( データ伝送速度減少) と同じしきい値であってもよいし、そうで
なくてもよい。移動局が電力限界しきい値の近辺で動作する場合、補助チャネルの度々の
減少やその後の追加を回避するのであれば異なるしきい値の方が望ましいかもしれない。
このように異なるしきい値の使用によってある程度のヒステリシスが与えられる。
【００６０】
ブロックK で「いいえ」の場合制御はブロックJ に移り、送信機電力が落とされ、制御は
ブロックB へ移る。現在起動されていない補助符号チャネルを１つ追加しても新しく指令
された送信機電力が電力限界値以上に増加しないことがブロックK で判定された場合、制
御はブロックL に移り、以前削除された補助符号チャネルの１つが追加され( 関連スイッ
チを" 閉じること" によって) 、それから、再起動したSCC で上記のレジュームプリアン
ブルが基地局30へ送信される。制御はそれからブロックI に戻り、もう１つの補助符号チ
ャネルがそれ以前に削除されたかどうかが判定される。この方法により、このように補助
符号チャネルを追加していきながらループを行い、以前削除したSCC を追加できないか、
あるいは、もう１つSCC を追加することによって出力電力レベルが最大許容出力電力レベ
ルの超過を引き起こすかのいずれかが判定されるまでこのループが続けられる。この方法
は最終的に、基地局30からの指令を受けて１インクリメントずつ送信機電力を増加してい
くブロックJ を通ってブロックB へ戻り、ブロックC でバッファが空であると判定される
まで、バッファ24A からデータの送信が続けられる。
【００６１】
図5 は本発明による更なる方法を例示する。図5 では、ブロックH 、I 及びL が図4 の実
施例とは異なる。ブロックA ではn の値は1 と同じ又はそれより大きくてもよいと仮定す
る。すなわち、この方法は、移動局10がたった１つの逆方向符号チャネルで、若しくは、
基本符号チャネル及び１つ以上の補助符号チャネルで動作する場合に適用される。
【００６２】
送信機電力の増加がブロックE で指令された後、ブロックF で、新しい電力限界値が電力
限界しきい値を超えると判定された場合、制御は以前のようにブロックH に移る。しかし
ながら、ブロックH で、移動局10はいくらかのインクリメント( 例えば、2 分の1)チャネ
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ルデータ伝送速度を低下させる。例えば、基本データチャネル又は補助データチャネルの
１つが9.6 kbpsで動作している場合、移動局はデータ伝送速度を4.8 kbpsまで低下させる
。制御はそれからブロックF に戻り、送信された電力が、低下したデータ伝送速度によっ
て電力限界値以下に落ちたかどうかが判定される。落ちていなかった場合には、チャネル
のデータ伝送速度を再度ブロックH で落とすことができる。このプロセスはデータ伝送速
度が所定の最小値以下に落ちるまで続けられ、その時点で図4 の実施例ではその符号チャ
ネルは使用不能になる。
【００６３】
送信機電力の低下がブロックE で指令されると、制御はブロックI に移り、１つの符号チ
ャネル( 基本符号チャネル又は補助符号チャネルの中の１つ) のデータ伝送速度がそれ以
前にブロックH で落とされたかどうかが判定される。落とされていた場合には、制御はブ
ロックK に移り、その符号チャネルのデータ伝送速度の増加によって、新しく指令を受け
た減少に基づき、送信機電力が依然として電力限界しきい値以下にあるかどうかが判定さ
れる。電力限界しきい値以下にある場合には、制御はブロックL に移り、１インクリメン
ト( 例えば、2.4 kbpsから4.8 kbpsまで) だけデータ伝送速度を増やし、制御はブロック
I へ移り、元のデータ伝送速度からチャネルのデータ伝送速度をまだ減らすかどうかを判
定する。この方法でブロックI 、K 及びL をループし、データ伝送速度がその元の値まで
回復する( すなわち、ブロックI での判定の結果が「いいえ」の場合) か、あるいは、更
なる増加によって送信機電力が電力限界しきい値を超えるかどうかが判定されるまでこの
ループは続けられる。
【００６４】
本発明のこの実施例は、データチャネルの中の所定の１つを介して基地局30がデータ伝送
速度の増減を検知し反応することができることを前提とするものである。しかしながら、
現在のデータ伝送速度で上記のレジュームプリアンブルと類似のメッセージを送り、チャ
ネルの中の所定の１つを介してデータ伝送速度の差し迫った変化を基地局30に肯定的に通
知することもまた本発明の範囲に含まれる。
【００６５】
好適な実施例の中で説明したが、実施例の教示に対するいくつかの変更例が当業者の脳裏
に浮かぶかもしれない。例えば、図4 と5 に示す方法のあるステップを示された以外の順
序で実行して、かつ同じ結果を得る。
【００６６】
本発明は、その好適な実施例に関して特に説明されているが、本発明の範囲と精神から逸
脱することなく、形態及び細目の変更を行うことができることは当業者であれば理解され
るであろう。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に従って組み立てられ動作する移動局のブロック図である。
【図２】無線RFリンクを通じて移動局が双方向に連結しているセルラー通信システムを更
に例示するような図1 に示す移動局の立面図である。
【図３】図1 及び2 に示す移動局の一部の簡略化したブロック図である。
【図４】本発明の選択的DTX 方法を例示する論理流れ図である。
【図５】本発明の選択的データ伝送速度低減方法を例示する論理流れ図である。
【符号の説明】
１０…移動局
１４…送信機
１６…受信機
１８…コントローラ
２４Ａ…データバッファ
３０…基地局
４０…基本符号チャネル
４２，４４…補助符号チャネル
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